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Ⅳ 特別調査事項   

１ 円安が経営に与える影響について 

２ 社員の海外研修派遣について 
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１ 円安が経営に与える影響について 

 （１）円安の影響 

  「良い影響がある」         ４.５％   「良い影響、悪い影響両方ある」１３.４％ 

  「悪い影響がある」      ３８.９％    「影響はない」        ２４.７％      

    「わからない」         １７.６％ 

 （２）良い影響の内容（複数回答） 

「為替差益による収益増」 １４.３％  「価格競争力の上昇」       ３８.６％ 

  「売上増加」       ４２.１％   「その他」          １６.１％ 

 （３）悪い影響の内容（複数回答） 

  「仕入価格の上昇」        ７８.６％  「燃料費や電気料金の増加」  ６８.３％ 

    「売上減少」       １７.８％  「値下げ要請」        １７.１％ 

  「その他」         ２.０％ 

 （４）円安傾向が続いた場合の対策（複数回答） 

  「価格に転嫁」      ４１.０％  「仕入れ先の変更・分散」   ２７.７％ 

  「固定費の削減」     ５８.０％  「省エネ設備の導入」     １１.２％ 

  「販路開拓」       ２４.４％  「新分野の開拓」       １７.１％ 

    「為替予約の利用」     １.７％  「その他」           ５.０％ 

 

２ 社員の海外研修派遣について（複数回答） 

    「２３年度以前に派遣」   ４.７％  「２４年度に派遣」       ２.４％ 

  「２５年度以降に派遣（予定含む）   ３.０％ 

  「派遣したこともなく、予定もない」 ９２.８％ 

 

※本文中の数値については、グラフ及びアンケート調査集計表（Ｐ29以下）を参照してください。 

１ 円安が経営に与える影響について 

  ○ 「良い影響がある」は４.５％、「悪い影響がある」が最も多く３８.９％、「良    

  い影響、悪い影響両方ある」は１３.４％、また「影響はない」が２４.７％で  

  あった。 

 ○ 良い影響の内容は、「売上増加」（４２.１％）が最も多く、次いで「価格競    

  争力の上昇」（３８.６％）、「為替差益による収益増」（１４.３％）の順で   

  あった。 

 ○ 悪い影響の内容は、「仕入価格の上昇」（７８.６％）が最も多く、次いで「燃   

  料費・電気料金の増加」（６８.３％）、「売上減少」（１７.８％）の順であった。   

 ○ 円安傾向が続いた場合の対策としては、「固定費の削減」（５８.０％）が最   

  も多く、次いで「価格に転嫁」（４１.０％）、「仕入れ先の変更・分散」 

  （２７．７％）、「販路開拓」（２４.４％）の順であった。 

２ 社員の海外研修派遣について 

 ○ 「２３年度以前に派遣」は４.７％、「２４年度に派遣」が２.４％、「２５  

  年度以降に派遣（予定含む）」は３.０％であった。  
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１ 円安が経営に与える影響について  

（１）円安の影響（集計表Ｐ４４参照） 

円安の影響について聞いたところ、「良い影響がある」は４.５％、「悪い影響がある」

は３８.９％であった。また、「良い影響、悪い影響両方ある」は１３.４％、「影響はない」

とした企業は２４.７％であった。 

業種別にみると、「良い影響がある」があると回答した企業は製造業が６.５％と３.２%

であった非製造業を３.３ポイント上回った。また、「悪い影響がある」と回答した企業も

製造業が４０.７％と３７.８％であった非製造業を２.９ポイント上回った。「良い影響、

悪い影響両方ある」と回答した企業については、製造業が１９.３％と９.６％であった非製

造業のほぼ倍であった。 
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製造業において業種別にみると、「良い影響がある」と回答した企業は、「輸送用機械

器具」（１４.８％）が最も多く、次いで「一般機械器具」（１３.８％）、「電気機械器具」

（１１.８％）、「鉄鋼業・非鉄金属」（９.４％）の順であった。 

「良い影響、悪い影響両方ある」と回答した企業は、「鉄鋼業・非鉄金属」（３１.３％）

が最も多く、次いで「輸送用機械器具」（３１.１％）、「金属製品」（２５.０％）、「電

気機械器具」（２３.５％）の順であった。 

また、「悪い影響がある」と回答した企業「食料品」（７６.４％）が最も多く、次いで

「印刷業」（５４.５％）、「家具・装備品」（５１.３％）、「繊維工業」（５０.０％）の

順であった。 
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円安の影響（全体） 

円安の影響（業種別）：【製造業】 
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非製造業において業種別にみると、「良い影響がある」と回答した企業は、「情報サー

ビス」（８.３％）が最も多く、次いで「不動産業」（７.５％）の順であった。 

「良い影響、悪い影響両方ある」と回答した企業は、「不動産業」（１５.１％）が最も

多く、次いで「飲食店」（１３ .７％）、「卸売・小売業」（１０ .５％）、「運輸業」  

（１０.３％）の順であった。 

また、「悪い影響がある」と回答した企業は、「運輸業」（６３.８％）が最も多く、次

いで「飲食店」（５２.９％）、「卸売・小売業」（４８.８％）、「建設業」（３２.４％）

の順であった。 
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（２）良い影響の内容【複数回答】 （集計表Ｐ４５参照） 

  （１）で、「良い影響がある」及び「良い影響、悪い影響両方ある」と回答した企業に、

その内容を聞いたところ、「売上増加」（４２.１％）が最も多く、次いで「価格競争力の

上昇」（３８.６％）、「為替差益による収益増」（１４.３％）であった。 

  業種別にみると、製造業で最も多いのは「価格競争力の上昇」（４１.４％）、次いで「売

上増加」（３８.９％）であった。非製造業では「売上増加」（４６.３％）が最も多く、次

いで「価格競争力の上昇」（３５.０％）と製造業と非製造業では逆となった。 

  また、「為替差益による収益増」については、製造業が１７.８％と９.８％であった非製

造業のほぼ倍であった。 
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良い影響の内容（全体）【複数回答】 

円安の影響（業種別）：【非製造業】 
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（３）悪い影響の内容【複数回答】 （集計表Ｐ４６参照） 

  （１）で、「悪い影響がある」及び「良い影響、悪い影響両方ある」と回答した企業に、

その内容を聞いたところ、「仕入価格の上昇」（７８.６％）が最も多く、次いで「燃料費・

電気料金の増加」（６８.３％）、「売上減少」（１７.８％）、「値下げ要請」（１７.１％）

の順であった。 

  業種別にみると、製造業、非製造業ともに「仕入価格の上昇」（製造業が８３.６％、非

製造業が７４.５％）、次いで「燃料費・電気料金の増加」（製造業が６９.５％、非製造業

が６７.３％）の順であった。次いで、製造業は「値下げ要請」（１９.９％）、「売上減少」

（１２.９％）の順であったが、非製造業では製造業と逆の「売上減少」（２１.９％）、「値

下げ要請」（１４.８％）の順であった。 
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「仕入価格の上昇」と回答した企業を業種別にみると、製造業では「家具・装備品」     

（９５.８％）、「食料品」（９０.９％）が９０％を超えた。次の「プラスチック製品」    

（８８.９％）、「繊維工業」（８８.６％）、「一般機械器具」（８８.５％）など６業種は

８０％を超え、他２業種の「輸送用機械器具」（７５.０％）、「パルプ・紙・紙加工品」

（７１.４％）も７０％を超えるなど、全ての業種で７０％を超える高さであった。 

また、非製造業では「飲食店」（９０.６％）が最も多く、次いで「卸売・小売業」     

（８２.５％）、「建設業」（７９.１％）、「不動産業」（７５.０％）の順となり４業種で

７０％を超えた。 
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悪い影響の内容（全体）【複数回答】 

 
 

「仕入価格の上昇」と回答した企業（業種別）【複数回答】 

【製造業】 【非製造業】 
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（４）円安傾向が続いた場合の対策【複数回答】 （集計表Ｐ４７参照） 

  （３）で、「悪い影響の内容」を回答した企業に、円安傾向が続いた場合にどのような

対策をとるか聞いたところ、「固定費の削減」（５８.０％）が最も多く、次いで「価格に

転嫁」（４１.０％）、「仕入れ先の変更・分散」（２７.７％）、「販路開拓」（２４.４％）

の順であった。 

  「固定費の削減」については、製造業が６３.９％と５３.０％の非製造業より、１０.９

ポイント高く、ともに半数以上の企業が対策として挙げていた。また、「販路開拓」につ

いては、製造業が３０.２％と１９.４％の非製造業より１０.８ポイント高かった。 
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２ 社員の海外研修派遣について【複数回答】（集計表Ｐ４８参照） 
  社員を海外研修に派遣したことがあるか、また派遣した時期はいつか聞いたところ、次

のとおりであった。 

  「２３年度以前に派遣」 … ４.７％     「２４年度に派遣」 … ２.４％ 

  「２５年度以降に派遣（予定含む）」 …  ３.０％    

  「派遣したことがなく、予定もない」 … ９２.８% 
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円安傾向が続いた場合の対策（全体）【複数回答】 

研修の派遣時期【複数回答】 


